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1８１ 

米国におけるメディア・ワテラシー
教育論の現段階

－ＡＭＬＡのメディア・リテラシー教育の中核原理を中心に－

坂本旬法政大学キャリアデザイン学部教授

はじめに

世界のメディア・リテラシー教育運動の潮流は、近年になって大きく変化し

つつある。筆者は2007年６月にＡＭＬＡ（AllianceforaMediaLterate

America）に参加する機会を得て、この状況の一端を知ることができた。日本

ではこれまで放送分野を中心としたメディア・リテラシー教育が中心であった

が、世界的に見れば、放送分野から多様なメディアを対象とした教育へと拡大

しており、ＩＣＴ教育の分野とほとんど重なっているといってもよい。そのこと

はICT教育にとっても大きな意味を持つだろう。

小論は、まず日本の教育政策におけるメディア・リテラシー教育の動向を一

瞥した上で、ＡＭＬＡを中心に米国における最近のメディア．リテラシー教育

運動の動向を紹介するとともに、ＡＭＬＡが作成した「メディア．リテラシー

教育の中核原理」の内容を紹介し、日本のメディア．リテラシー教育にとって、

あるいはICT教育にとってどのような意味を持つのか検討したい。（資料とし

て、中核原理の翻訳を小論の後半に掲載)。

１．日本の教育政策とメディア・リテラシー

日本におけるメディア・リテラシー教育は、正規のカリキュラムに取り入れ

られていないため、きわめてマイナーな存在である。教育行政という側面から

メディア・リテラシー教育を見るならば、文部科学省と総務省という二つの省

がこれを推進しているが、その内容は限定的なものである。

総務省によるメディア・リテラシー教育への取り組みは、同省の'情報通信政
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策局放送政策課が進めているものであり、放送分野に限定されたものである。

これまで同省は2000年に「放送分野における青少年とメディア・リテラシーに

関する調査研究会」による報告書を公表した後、公募方式により小学校から高

校まで１１のメディア・リテラシー教材を制作し、同省のWebサイトを通じて

貸出やダウンロードサービスを行っている。

また、民放連と東京大学大学院情報学環が2001年から2002年にかけて共同

で進めたメディア・リテラシープロジェクトもまた主に放送分野を中心にした

ものであり、全国の地方放送局が地元の学校に出向いてメディア・リテラシー

教育の実践に協力するというものであった。

一方、文部科学省では、初等中等教育局よりも、むしろスポーツ・青少年局

が中心になって推進しており、青少年を取り巻く有害環境対策の一環としてメ

ディア．リテラシー教育の必要`性がとらえられる傾向がある(1)。中央教育審議

会初等中等教育分科会教育課程部会による審議経過報告（2006年２月１３日）で

は、「メディア・リテラシー（各メディアの働きを理解し、適切に利用する能

力）の育成については、新聞・雑誌・テレビなどのマスメディアに多く接する

だけでなくパソコン・携帯電話・インターネットなどメディアの普及・多様化

が急速に進む中で、これらが言葉、コミュニケーション、マスコミュニケー

ションに大きな影響を与えていることから、各教科等の連携を図りつつ、学校

教育活動全体を通じて指導の充実を図ることが必要である｣(2)と述べられてお

り、メディア・リテラシーの定義に問題はあるものの、放送分野に限定されず

学校教育活動全体を通したメディア・リテラシー教育の必要性に触れられてい

ることは注目すべきであろう。

興味深いことに、文部科学省文部科学省初等中等教育局による「読解力向上

に関する指導資料一PISA調査（読解力）の結果分析と改善の方向一」（2005

年１２月）では、メディア・リテラシーについて、次のように指摘されている。

文章等を十分に吟味、評価しながら読む能力の育成については、学習指導

要領にも「様々な文章を比較して読む」という言語活動例が示されている

など、その視点は含まれている。しかし、これまで必ずしも十分取り組ま

れてこなかった点であり、今後は重視していく必要がある。加えて、メ

ディア．リテラシー（メディアが形作る「現実』を批判的（クリテイカル）
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に読み取るとともに、メディアを使って表現していく能力）にかかわる指

導も必要となってくると思われる(3)。

中教審の定義に対して、こちらではより一歩踏み込んだ定義をしていること

がみて取れる。ＯＥＣＤがPISAによって測ろうとしている能力の内容を考える

ならばこのことは大変興味深い。

2007年12月、ＯＥＣＤのグリア（AngelGrria）事務総長が来日し、PISA2006

の結果発表と日本の結果に対するコメントが公表された。その報告書では、日

本の生徒が科学に対する知識や知識を応用する能力は高いが、科学的な問題を

立てて、探究する能力が比較的劣っていることは重要な問題であると指摘し、

その理由として「生徒が単に科学的知識を記憶し、その知識とスキルを再現す

ることだけを学習しているとのだとすれば、多くの国の労働市場からすでに消

えつつある種類の仕事に適した人材育成を主に行っているというリスクを冒し

ていることになるから｣(`)だと述べられている。

つまり、これからの社会の変化に対応するためには、これまで日本の学校教

育が進めてきた知識やスキルとその応用を中心とした学習ではなく、日常生活

から新たな問題を発見し、探究する能力の形成をめざすことが不可欠だと述べ

ているのである。読解力についても問題も基本的に同じ問題を抱えており、上

記の初等中等教育局の文書はPISA2003に対するものであるが、ＯＥＣＤのめざ

そうとしている観点を十分に理解した上での指摘であろう。

現実をクリテイカルに読み解き、メディアによって表現する能力としてのメ

ディア・リテラシーはPISAの求める新しい社会に対応する能力観に欠かせな

いものであり、そうした視点が文科省にないわけではない。しかし、少なくと

も中教審教育課程の審議経過を見る限り、ＰISAの影響を受け、従来の「習得

型」の学習と新たな「探究型」の学習の統一を唱えつつも、総体的には「確か

な学力」をめざす「習得型」学習に「探究型」学習を接ぎ木するような内容に

なっており、学力観の転換という課題に応えるものにはなっていないといえる

だろう。

それにもかかわらず、前述したようにメディア・リテラシー教育の観点から

見れば、不十分ではあっても学校教育全体を通したメディア・リテラシー教育

の必要性が教育政策の中心課題として明示されるようになったことは十分に注
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目すべき点であり、同時に、これまでの情報教育（ICT教育）における情報活

用能力との差異化もしくは関連が問われることになる。

２．ＡＭＬＡの歴史

米国のメディア・リテラシー教育運動を一言でいいあらわすならば、多様性

と統一性ではないだろうか。米国には数多くのメディア・リテラシー教育運動

を担う団体がある。参加者も宗教関係者から市民活動家、教師、研究者、放送

関係者などさまざまである。しかし、一方で、多様な運動団体がメディア・リ

テラシーの理念のもとに一つの連合体に結集しており、そこには多様性と統一

性が同時に存在しているといってもよい。その中心的な役割を担っている団体

がＡＭＬＡ（AlUancefOraMediaLterateAmerica）である。

ＡＭＬＡのWebサイトによると、ＡＭＬＡは2001年１月23日、オーステインで

開かれていた全米メディア教育会議（NMEC）に参加する200名のメンバーに

よって正式に設立された。この組織が今日に至るまで全米メディア教育会議を

主催している。以下、同サイトの内容を要約しながら、ＡＭＬＡの概要を説明

したい(5)。

ＡＭＬＡの会員数は2001年までに400人に増え、2003年にボルチモア、2005年

のサンフランシスコ、そして2007年にはセントルイスで会議を開いている。ま

た、米国教育省からはメディア・リテラシー教育の効果を証明するために、多

額の補助金を受けている。

ＡＭＬＡの前身はPＭＥ（PartnershipfOrMediaEducation）と呼ばれる組織

で、まだ萌芽期だったメディア・リテラシー分野に専門`性を確立させるために

米国内のメディア・リテラシー運動の担い手たちによって1997年に設立され

た。ＰＭＥは会員制の組織ではなく、主に年次会議を組織運営する目的で作ら

れたものであり、会議に集まった全国の教師など実践を担う人々にすぐれた実

践を紹介したのである。

このＰＭＥの中心的メンバーは、ウェルズレイのポブソン大学でメディア・

リテラシー・プロジェクトを進めていたホッブス（ReneeHobbs)、ロサンゼ

ルスに本拠地を置くメディア・リテラシー・センターの代表であるトーマン

(ElizabethThoman)、米国保健社会福祉省薬物乱用防止センターのガルシア
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(NancyChaseGarcia)、米国小児科学会公衆教育代表のリズバーグ（Lisa

Reisberg）らであった。

1998年にコロラド・スプリング（コロラド州）で開催された最初の会議には、

450人以上が参加し、６つの国と４１のｿ･ﾄ|からメディア・リテラシーのリーダー

たちが集まった。また、アリゾナ大の地域健康事務局長のバーグスマ（Lynda

Bergsma)、サウスキャロライナ教育テレビ通信教育部長のベーカー（Frank

Baker)、ニューヨーク州イースト・ハンプトンのロス・スクールのブラウン

(LindaBrown）の３人が新たに1999年の中心メンバーに加わるとともに、リ

ズバーグが仕事上の理由で身を引いている。

第２回の会議は1999年にミネソタ州のセントポールで開かれ、地域教育や健

康問題、さらに地域運動への広がりを反映して、新たに６人のメンバーが加わ

るとともに、翌年には仕事のために身を引くメンバーの代わりにさらに数名が

追加された。また1999年１０月には１２人の拡大運営委員会のメンバーがテキサ

スのエルパソに集まり、専門性の確立と全国的な会員制組織の設立にむけた最

初の一歩として宣言文を作成した。

ＰＭＥは2000年５月にトロントでメディア教育国際会議を開催することを考

慮し、この年には米国で会議を開催せず、トロントの会議の中に米国のセッ

ションを設定した。この会議には米国から300名が参加した。さらに、この会

議に先だって、e-Mailを活用しつつ定期的な会議を積み重ねた結果、2000年４

月のオーステインでの会合で、新しい組織を立ち上げるための会議を2001年６

月に同地で開くことを決めたのである。同時に、彼らは設立会議の準備のため

に必要な資金を調達するためのガイドラインを作っている。

2000年のトロント会議で新しい組織の名前を「AllianceforaMedia

LiterateAmerica（ＡＭＬＡ)」とし、今後十年の国内の専門的会員制組織の発

展についてのプレイン・ストーミングを行うとともに、ワシントンＤＣに事務

局を置くことを決めている。つまり、2000年から2001年という時期は、単に

2001ＮＭＥＣの準備をしただけではなく、ＡＭＬＡの設立を進めた時期だったの

である。

さて、次に簡単に2001年から2007年までの４回にわたるＮＭＥＣの流れを紹

介しておきたい。オーステインで開かれたNMEC2001のメインテーマは「創
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造力を紐解く」であった。ＡＭＬＡのメディア・リテラシーの定義にはメディ

アの批判的な読み解きと多様なテクノロジーを用いたメッセージの創造という

二つの要素を含んでおり、当初からメディアによる創造的な活動に重点を置い

ていたことがわかる。

NMEC2001に参加したクレイトン（KaraClayton）は「私にとって会議で

もっとも価値があると思ったのは、ニューヨーク、カリフォルニア、ハワイ、

ポスニア、そしてブータンから集まった20人以上の高校生たちが寝ないで制作

に72時間もかけ、最後の全体セッションでプレゼンテーションを行ったメディ

ア・プロジェクトでした｣(6)と述べている。

ボルチモアで行われたNMEC2003のテーマは「リテラシーと自由：メディ

ア時代における権利、役割そして責任」であった(7)。主に議論されたのはリテ

ラシーとシチズンシップの関係を多様で異なった観点からどのように理解する

かという論点であり、地域でメディアを作ることで、若者たちが創造性とシチ

ズンシップを結びつけていく過程を重視する学習プログラムに焦点が当てられ

ていた。また、テクノロジーの時代における健康の権利と責任というテーマも

議論されている。

国際的な展開が見られたのもこの会議の特徴である。スウェーデン、中国、

イギリス、カナダ、台湾、イタリア、アルゼンチン、南アメリカ、ニュージー

ランドからの報告がなされると同時に、メディア・リテラシーの発祥の国の一

つと言われるカナダのリーダーたちが再び議論に参加することとなった。

サンフランシスコで開かれたNMEC2005には450人が参加し、参加者のうち

70％が実際にメディア・リテラシー教育に携わっていた。会議のテーマは「多

様な国に声を」であった。ＡＭＬＡのウェブサイトには次のように書かれてい

る。「まずスミス（KennySmith）が若者文化におけるヒップホップの役割に

ついて論じることから始まり、バッキンガム（DavidBuckingham）はメディ

アリテラシー教育についてわれわれの考え方を部分的に変えるだと論じ、ノー

ベンバー（AlanNovember）は新しいテクノロジーの可能性を語って私たち

を煙に巻き、コルテスとタカキ（CarlosCortesandRonaldTakaki）は箱（ま

たはサイロ）の外のことを考えろと私たちに議論をふつかけ、トリスタニ

(GloriaTristani）はメディアを変える方法について指摘し、こうして私たち
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'よ興奮し、考えさせられ、元気づけられながらときおり『多様な国に声を」と

いうテーマに関することを論じる三日間を過ごしたのである｡｣(8)

ＡＭＬＡでの議論は事実上米国のメディア・リテラシー教育の現状を表現し

ているといってもよいだろう。日本と比較して特徴的なことは、先に述べたよ

うに日本ではメディア・リテラシーといえば圧倒的に放送分野に限られた議論

であり、主要な担い手もまた放送関係者が多いが、米国では決して放送分野に

偏ってはいないということである。

また、米国独自の特色として、健康問題が絶えず中心的なテーマの一つとし

て位置付いているということがあげられる。ＰＭＥの時代からこの問題に取り

組んできたメンバーが運動の中心にいたことが大きな理由だと考えられるが、

同時に、ドラッグ問題を含めた健康問題の米国での深刻さを物語っているとい

えるのかもしれない。

３．AMLA2007の特徴

AMLA2007は2007年６月、セントルイスで開催された。AMLA2007がこれ

までと異なるのは、ＮＭＥＣに先だって研究サミット会議が開かれたことであ

る。これら二つの会議の共通テーマは「iPod、ブログ、そしてその先へ－２１

世紀に向けたメディア・リテラシーの展開」であった。研究サミットは、実践

的なワークショップ主体のＮＭＥＣとは異なり、研究者による研究発表が中心

である。研究サミットでは35のセッションが設けられ、５９人による報告がなさ

れている。一方、ＮMECでは58のセッションが設けられ、両会議を通して300

人以上が参加した。

また、AMLA2007では運営委員会で作成された「メディア・リテラシー教

育の中核原理」が配布され、教育現場への拡大と浸透がめざされることになっ

た。この文書は、ＡＭＬＡのメディアおよびメディア・リテラシー教育に対す

る基本的な考え方をまとめたものであり、メディア・リテラシー教育の研究に

とってはきわめて重要な資料であるといえる。

ＡＭＬＡでは、メディア・リテラシーよりも、メディア・リテラシー教育が

重要であるとされる。文書では「メディアについて私たちが真実であると信じ

るものについての議論から、いかにして人々が批判的に考えることを学ぶのか

Hosei University Repository



188 

という問題についての議論へと焦点を移したい。そのことによって、何を教え

ているかということだけではなく、どのように教えているかということも含む

ように、概念の領域を拡大させる」と述べられている。

そのメディア・リテラシー教育については、以下のような６つの原理が書か

れている。

１．メッセージの受信や創造の過程では、積極的な探究と批判的思考が必

要である。

２．リテラシーの概念（識字）をあらゆるメディアの形態に拡張する。

３．あらゆる年齢層の学習を通してメディアに対する読み書きスキルの向

上を図る。

４．民主主義社会には、情報を理解し、深く考え、積極的に社会に関わっ

ていく人間が不可欠であり、そのような人間形成をめざさなければな

らない。

５．メディアは文化の一部であり、社会化の主体として機能していること

を理解する。

6．私たちは、メディアに含まれているメッセージから自分自身にとって

の意味を作り出すために、自分が持っているスキルや心情、経験を利

用していることを理解する。

以上の６つの原理からからとりわけ次の三点が重要な点として指摘できるの

ではないだろうか。

第一に、第１原理で指摘されているように、メディア・リテラシー教育の中

核にあるのは批判的思考と探究であると指摘されている点である。このような

理解の前提として、以下のような６点にわたるメディアに対する理解がある。

（１）すべてのメディア・メッセージは、「構成されたもの」である。

(2)それぞれのメディアは、異なる特徴、影響力、および独自の構成「言

語」を持つ。

(3)メディア・メッセージは、特定の目的のために作り出される。

Hosei University Repository



米国におけるメディア・リテラシー教育論の現段階１８９

(4)すべてのメディア・メッセージは、埋め込まれた価値や視点を含んで

いる。

(5)人々は、個人のスキルや信条、経験を用いて、メディア・メッセージ

から自分自身の意味を構成する。

(6)メディアとメディア・メッセージは、信念、態度、価値、行動と民主

主義プロセスに影響を与えることができる。

一読してわかるように、オンタリオ州のメディア・リテラシーのキーコンセ

プトから強い影響を受けていることがわかる。オンタリオ州のものに比較する

と、商業主義や政治的イデオロギーといった用語がなくなり、より一般的な表

現になっており、芸術性については触れられていないが、このようなメディア

概念からメディアの読み解きにおける「批判的思考」の重要性が導き出されて

いるのである。

第二に、第２原理で指摘されているように、メディア．リテラシーは識字能

力とは異なった別のリテラシーなのではなく、リテラシーそのものの拡大だと

見なされることである。いいかえれば、メディア．リテラシーの原理はリテラ

シーの原理の延長線上に位置づけられるのである。

このような理解によって、メディア・リテラシー教育は、メディアについて

の教育ではなく、あらゆる教科に深く関わる教育と見なされることとなった。

これまで「メディア教育」なのか、あるいは「メディア・リテラシー教育」な

のか、国によっても論者によってもさまざまであったが、少なくともＡＭＬＡ

では「メディア・リテラシー教育」という呼び方が一般化したといえる。

第三に、第４原理で指摘されているように、メディア．リテラシー教育がめ

ざす人間像として、民主主義社会に参加する主権者像が明確に提示されている

ことである。さらに第５原理では、暴力やジェンダー、セクシユアリテイ、人

種など人権に関わる問題が取り上げられている。このようにメディアを批判的

に視聴する能力や創造する能力だけではなく、それからが民主主義という価値

観に裏付けられているものでなければならないとの指摘は重要である。なぜな

らば、研究サミットのオープニング・セッションで多くの参加者の議論によっ

て指摘されてきた「クリテイカル」の意味と関連するからである。
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そのセッションで指摘されたことは、メディアの読み解きは「クリテイカル」

であることが重要であり、決して「シニカル」であってはならないということ

であった。そうならないための土台が「民主主義」の価値観である。中核原理

では、「民主主義を進めるためには、私たちのクラスで民主主義の原理を具体

化することが重要」であり、「教室は、問題に対する生徒の考えが尊重され、

価値あるものとされ、そして行動に移す場でなければならない」と書かれてい

ることの意味を十分に理解する必要があるだろう。

日本のメディア・リテラシー理解の多くは、文科省の政策文書を見てもわか

るように、このような価値観を含めてとらえられておらず、「クリテイカル」

を「主体的」と書き換えてしまう例も見られる。「クリテイカル」という用語

は、民主主義の理念と組み合わせることによって、初めて本来の意味で理解す

ることが可能となるのであり、中核原理に書かれているように、「メディア・

リテラシー教育は、生徒に力を与えられた気持ちにさせる。シニカルな気持ち

にさせるのではない」のである。

さらに、第６原理で「分析は正しい解釈よりもむしろ、豊かな探究である」

と指摘されている点にも注目したい。メディアの読み解きはしばしば｢正しい」

解釈を教えることにつながりかねない危険をはらんでいる。多様な読み解きと

探究こそが求められるのである。

最後に注目したい点は、メディア・リテラシー教育が第２原理で指摘されて

いるように、「書物のリテラシーや視覚リテラシー、コンピュータ・テクノロ

ジー・リテラシー、情報リテラシーなどの他のリテラシーと区別されるのでは

なく、多くの目標や技術を共有する」と見なされることによって、事実上、教

育工学的な視点に立つICT教育の領域と重なるとともに、異なった視点と方法

を持ってそれらの教育実践を組み替える戦略を提示したことである。

この原理からＡＭＬＡによるICT教育に対する「本音」を見ることはできな

いが、ＮＭＥＣではコンピュータやインターネットの導入によって教育を変え

ることができるという教育工学的な視点からのICT教育への批判の声を聞くこ

とができた。コンピュータやインターネットが自動的に教育を変えるわけでは

ない。そのために必要なのは、教育工学ではなく教育学である。メディア・リ

テラシー教育はまさに教育工学ではなく、教育学的の思想からICT教育の領域
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に切り込もうとしているのである。メディア・リテラシーを狭くとらえる傾向

の強い日本の現状から見ると、このような考え方は大きな意味があるのではな

いだろうか。

コンシダイン（DavidMConsidine）は「コンピュータ・リテラシーや情報

リテラシーの運動はしばしばメディア・リテラシーとの関連を暖昧にしてし

まった｣(9)と述べている。コンピュータ・リテラシーや情報リテラシー教育は、

確かにインターネットにおける情報へのアクセスや分析、評価のスキルを生徒

に身につけさせようとするが、インターネットはメディア全体のほんの一部に

過ぎない。メディアは書籍を含めてより多様なものであり、メディア・リテラ

シーはそれらすべてを包含する概念である。ここで暖昧にされてしまったのは、

とりわけ「批判的思考」についてであり、コンピュータ・リテラシー教育や情

報リテラシー教育にはそのような観点が不十分なのである。

教育工学的な視点に立てば、インターネットにおける「有害`情報」等の問題

は「情報モラル」や「情報倫理」の問題とされ、いわば「別枠」扱いになって

しまうが、メディア・リテラシー教育的な観点に立てば、これらの問題はメ

ディアのコンテンツの問題であり、メディア・リテラシー教育の対象そのもの

である。だからこそ、原理の中に「情報倫理」や「情報モラル」という表現は

なく、「メディア・リテラシー教育は、想定できる、あるいは実際に有害なメ

ディアの影響を人々に吹き込むことではない」（第３原理）し、「政府によるメ

ディア規制の代替ではない」（第４原理）でもないのである。

今日、メディア・リテラシー教育は'情報社会に適応するための教育ではない

し、また、メディアの「害毒」から子どもたちを保護するための教育でもない。

｢情報格差」を乗り越え、新しい情報社会の主権者としてすべての国民が身に

つけなければならない２１世紀型リテラシーというべきである。ＡＭＬＡの動向

はこのような視点をわれわれに提供しているといえるのではないだろうか。

[注］

(1)たとえば、青少年課は「青少年を取り巻く有害環境対策の推進」事業の一

環として、二次にわたる各国の青少年団体のメディア・リテラシー教育の

取り組みを調査している。
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文部科学省スポーツ・青少年局青少年課『青少年を取り巻く有害環境対策

に向けて」

http://www､mextgo・jp/a-menu/Sports/ikusei/taisaku／

(2)文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会審議経過報告

（2006年２月13日）

（http://www､mextgojp/b-menu/shingi/chukyo/chukyoO/toushin/06021 

401/003.ht、）

(3)文部科学省文部科学省初等中等教育局「読解力向上に関する指導資料一

ＰISA調査（読解力）の結果分析と改善の方向一」（2005年12月）

（http://www､mextgo・jp/a-menu/shotou/gakuryoku/siryo/05122201/００６

．ht、）

(4)PISA2006年調査第１回結果発表（2007年１２月４日、東京）

http://www・oecdtokyo2org/pdf/theme-pdf/education/20071204pubilc-r

eleasepdf 

(5)以下の記述は以下のサイトからの翻訳をもとにしたものである。

History‐AlliancefOraMediaLiterateAmerica-AdvancingMedia 

LiteracyEducationinAmerica(http://www・amlainfOorg/about/history）

(6)ClaytonKara,'ITheAlliancefOraMediaLiterateAmericaandNMEC 

2001:ReflectionsandRenewedSpirit1（ 

ReadingOnhne,ｗｗｗ・readingonline,org

PostedOctober2001 

o20011nternationalReadingAssociation，Inc、ISSN1096-l232

（http://readingonlineorg/newliteracies/litindexasp?HREF=/newliterac 

ies/clayton/index・html）

(7)以下のサイトより要約。

ＮＭＥＣ２００３:LiteracyandLiberty:Rights,RolesandResponsibilitiesina 

MedｉａＡｇｅ‐AlliancefOraMediaLiterateAmerica-AdvancingMedia 

LiteracyEducationinAmerica（http://www・amlainfo・org/past‐

ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅｓ／ｎｍｅｃ－２００３－ｌｉｔｅｒａｃｙ－ａｎｄ－ｌｉｂｅｒty-rights-roles-and‐ 

responsibiUties-in-a-media-age） 

(8)以下のサイトより要約。

ＮＭＥＣ２００５：GivingVoicetoaDiverseNation-AlliancefOraMedia 
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LiterateAmerica-AdvancingMediaLiteracyEducationinAmerica． 

（http://www・amlainfO､org/past-conferences/nmec-2005）．

(9)ConsidineDavidM.,IIMediaLiteracyAcrosstheCurriculum11,川"kj"ｇ

Ｃｒｊｒｊｃａﾉb'a6o"rMediafSc/Zooｈα"mRz〃ﾉjeMzHzrr"e'T/Zip,Cableinthe

classroom,2002.p２５． 

（http://www､eric・edgov/ERICDocs/data/ericdocs2sql/contentstorage＿

０１/0000019b/80/la/el/03.pdf） 

なお、ここでいう「情報リテラシー」は学校図書館界の用語として使われ

ており、「コンピュータ・リテラシー」と同義ではない。

資料メディア・リテラシー教育の中核原理（翻訳）

メディア・リテラシー教育の目的は、すべての年齢層の個人に対して、現代世界の

中で批判的に考え、効果的にコミュニケーションを行う活動的な市民として生きるた

めに必要な探究の習`慣と表現のスキルの発達を保障することである。

序文

ＡＭＬＡにとって、多くの教師やこの教育を支持してくれる人々にメディア・リテ

ラシー教育の中核原理を提供することができることは、大変喜ばしいことである。多

くの研究者たちが、メディア・リテラシーの分野だけではなくコミュニケーションや

映画研究、公衆衛生、心理学などの分野の研究費を受けながら苦心してこの原則を書

き上げることに関わってきた。

「メディア・リテラシー」という言葉は、初めて使われてから数十年を経て大きく

変化してきたが、われわれはこの豊かな知的遺産をもたらしてくれた人々に敬意を表

したい。この変化に対する答えとして、この文書はメディアについて私たちが真実で

あると信じるものについての議論から、いかにして人々が批判的に考えることを学ぶ

のかという問題についての議論へと焦点を移したい。そのことによって、何を教えて

いるかということだけではなく、どのように教えているかということも含むように、

概念の領域を拡大させる。そしてそれゆえに、単なる「メディア・リテラシー」の

キーコンセプトよりもむしろ「メディア・リテラシー教育」の中核原理としてこれら

を区別するのである。

私たちはこれらの中核原理はメディア・リテラシー教育を担う教職員たちとこの教
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育の賛同者たちが一体となりうる共通基盤をはっきりと提示していると考えている。

ＡＭＬＡは、前向きで力強い対話のための一つの出発点として、そして明確で判定可

能な成果や基準を発展させるための第一歩として､中核原理を用いることを約束する。

私たちは、皆さんに、全国メディア教育会議などの会議や「wwwAMLAinfOorg」

へ参加するように積極的に呼びかけたい。

1．メディア・リテラシー教育は、私たちが受信し、創造するメッセージについての

積極的な探究と批判的思考を要求する。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、批判的思考の重要性を強調する。すなわち、私たち

が賛成できないメッセージに対してだけではなく、あらゆるメディアのメッセージ

に対して疑問を投げかける。

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒が紙ベースの十分検証された資料を用いて

結論を導き出せるように訓練する。

・メディア・リテラシー教育は、教職員が日常的に批判的思考を育て、教育の行政や

学校はすべての教室で批判的思考を支援することを求める。

・メディア・リテラシー教育は、効率的なメディア分析の基礎とは次の点を認識する

ことであると考える。

すべてのメディア・メッセージは、「構成されたもの」である。

それぞれのメディアは、異なる特徴、影響力、および独自の構成「言語」を持つ。

メディア・メッセージは、特定の目的のために作り出される。

すべてのメディア・メッセージは、埋め込まれた価値や視点を含んでいる。

人々は、個人のスキルや信条、経験を用いて、メディア・メッセージから自分自

身の意味を構成する。

メディアとメディア・メッセージは、信念、態度、価値、行動と民主主義プロセ

スに影響を与えることができる。

１
Ｊ
１
１
１
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５
 

Ｉ
！
Ｉ
Ｉ
Ｉ
 

(6) 

･メディア・リテラシー教育を担う教職員は、児童生徒に、メディア・メッセージか

らより深くより洗練された理解を得るためにはどんな疑問を持てばよいのか教え

る。
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したがって、

、メディア．リテラシー教育は、児童生徒のものの見方を他の誰か（自分自身や教職

員や評論家など）の見方に取って変えるものではない。

.メディア．リテラシー教育は、児童生徒が自分たち自身のために批判的にメディア

を分析できるスキルを共有しないままに、メディア批判をすることではない。

､メディア．リテラシー教育は、表現のスキルを教えないままに、批判的思考を教え

ることではない。

､メディア．リテラシー教育は、また、批判的思考を教えないままに、メディアの制

作に必要な技術的スキルを教えることでもない。

､メディア．リテラシー教育は、批判的探究スキルを教える代わりにメディア゛リテ

ラシーのビデオや映画、本、そのほかの教材を用いることではない。

､メディア．リテラシー教育は、単に教室でメディアを用いることではない。

.メディア．リテラシー教育は、ある特定のメッセージにバイアスが存在するときだ

けに必要なのではない（それゆえすべてのメディア・メッセージにはバイアスが存

在する)。むしろ存在するであろうバイアスにどんな内容があるのか、どんなソー

スがあるのか、意味は何かということを問う｡

.メディア．リテラシー教育は、メディアだけでなく他のどんな話題に対しても、単

純化しすぎたり、一般化しすぎることを容認しない。

､メディア．リテラシー教育は、複雑な議論を二つの立場に制限したり倭小化するこ

とではない。

2．メディア・リテラシー教育は、リテラシーの概念（すなわち読み書き）をあらゆ

るメディアの形態に拡張する。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、伝統的な印刷物、視聴覚メディア、電子メディア、

デジタルメディア、ユーザー志向型メディア、携帯メディアを含んでいる。

・メディア・リテラシー教育は、他のリテラシーと交わる。すなわち、書物のリテラ

シーや視覚リテラシー、コンピュータ・テクノロジー・リテラシー、情報リテラ

シーなどの他のリテラシーと区別されるのではなく、多くの目標や技術を共有する。

・メディア・リテラシー教育は、さまざまな環境の中で実施される。学校や放課後の

課外プログラム、インターネット、大学、宗教的組織、家庭を含んでおり、それら
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に限られない。

･メディア・リテラシー教育は、保育園から中学校のカリキュラムを通して、これま

で形式的なリテラシー教育が行われていなかった場だけではなく、伝統的に書物の

リテラシー教育が行われているすべての場で実施されなければならない。

･メディア・リテラシー教育は、児童生徒が多様な形態のメディア創作を通じて自分

たちの考えを表現し、コミュニケーションすることを可能にする。

･メディア・リテラシー教育は､児童生徒が印刷物や視聴覚メディアの創作を通じて、

理解と推論を結びつけることを援助する。

･メディア・リテラシー教育は、大衆メディアを含む、広い領域のメディア「テキス

ト」の活用を歓迎する。

･メディア・リテラシー教育は、絶えず新しい教育アプローチや実践を必要とするメ

ディアの形態的進化や社会変化、社会制度を認識する。

･メディア・リテラシー教育は、教室にメディアの分析と創造を両方とも行うことの

できる設備を整えることを支援し、メディア技術に対するラッドダイト的な考え方

やそれらを妨害する立場を拒否する。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、政治的な運動ではない。それは、一つの教育の体系

と方法であり、アプローチである。

・メディア・リテラシー教育は、「メディア業界」の変化に焦点を合わせるのではな

い。むしろ教育実践と児童生徒の知識やスキルの向上に焦点を合わせる。

3．メディア・リテラシー教育は、あらゆる年齢層の学習者に対して行われ、スキル

の向上を図る゜識字能力のように、それらのスキルは統合され、インタラクティ

ブに繰り返し、練習される必要がある。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、一つのクラスで一日一回以上、あるいは少なくとも

－週間にわたって行われる必要がある。

・メディア・リテラシー教育は、教職員が児童生徒から学び、児童生徒が教職員やク

ラスメイトから学ぶような共同学習（co-learning）を奨励し、そこから多くのもの

を得る。
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.メディア・リテラシー教育は、健康的なライフスタイルと意思決定を励ますスキル

を身につけさせる。

･メディア・リテラシー教育は、メディアの管理を教える。つまり、児童生徒がメ

ディアを使う時間や自分たちが利用するメディアの選択について、児童生徒が十分

に情報を持って判断することを学ぶことを手助けする。

･メディア・リテラシー教育は、児童生徒に分析と表現のスキルを練習し、発達させ

るため、数多くの、そして多様な機会を与えられるように努力する。

･メディア・リテラシー教育は、児童生徒に多様なスタイルの学習に取り組ませる。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、想定できる、あるいは実際に有害なメディアの影響

を人々に吹き込むことではない。

・メディア・リテラシー教育は、メディアへのアクセスや内容について、他の人々に

ある種の決定をさせることではない。

・メディア・リテラシー教育は、ある能力を「持っているか、持っていないか」とい

うことではない。むしろ、一つの永続的なスキルや知識、態度と行動の進化の連続

である。

4．メディア・リテラシー教育は、民主主義社会に不可欠な、情報に通じ、深く考え、

積極的に関わっていく社会への参加者を育てる。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、多様な見方を重んじる。

・メディア・リテラシー教育は、主体的に創造するメディアを重視する。

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒が主権者としての立場からニュースや時事

問題に関心を持つよう務める。

・メディア・リテラシー教育は、世界的なコミュニティの中で、文化や国々について、

さまざまな表現や誤解、不足している表現を探し求める。

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒に対して、表現の自由とそれに伴う責任に

ついて、しっかり理解させるよう務める。

・メディア・リテラシー教育は、私たちが何を教えるかという問題と同様にどのよう

に教えるかということについての重要性も認識する。
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･民主主義を進めるためには、私たちのクラスで民主主義の原理を具体化することが

重要である。

･教室は、問題に対する児童生徒の考えが尊重され、価値あるものとされ、そして行

動に移す場でなければならない。

･メディア・リテラシー教育は、児童生徒に、自分たちのメディアの利用に対して児

童生徒が責任を負うためのスキルを身につけさせる。

･メディア・リテラシー教育は、児童生徒に力強くなった気持ちにさせる。シニカル

な気持ちにさせるのではない。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、党派的ではない。

・メディア・リテラシー教育は、メディア・バッシングをすることではない。すなわ

ち、ある種のメディアや全体としてのメディア産業に対する単純化や誇張、あるい

は極端な一般化による攻撃ではない。

・メディア・リテラシー教育は、政府によるメディア規制の代替ではない。

・メディア・リテラシー教育は、メディアが責任を持って担うべき公共の福祉の代替

ではない。

・メディア・リテラシー教育は、検閲を求めない。

5．メディア・リテラシー教育は、メディアが文化の一部であり、社会化の主体とし

て機能することを認識する。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、多様な意見や見解、コミュニティを表現しているメ

ディア・テキストを統合する。

・メディア・リテラシー教育は、オルタナテイブ・メディアや国際的な展開を試みる

機会を持っている。

・メディア・リテラシー教育は、暴力やジェンダー、セクシュアリテ小人種など、

ステレオタイプな問題や他の表現の問題を取り扱う。

・メディア・リテラシー教育は、メディアの所有者、プロデューサーや他のメディア

創作コミュニティのメンバーとともに、個人や社会に対するメディアのインパクト

についての相互理解を促進する責任を共有する。

Hosei University Repository



米国におけるメディア・リテラシー教育論の現段階１９９

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、メディアが重要でないという前提には立たない。

・メディア・リテラシー教育は、メディアは問題であるという前提には立たない。

・メディア・リテラシー教育は、メディア制作者が、公共の福祉を担うべきコミュニ

ティーの一員であるという自覚を持ち、公共の福祉へ積極的に貢献し、有害な影響

をもたらさないよう努力することから逃れることを許さない。

6．メディア・リテラシー教育は、人々がメディア・メッセージから自分自身の意味

を作り出すために、自分たちのスキルや心情、経験を利用すると確信する。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒が自分たちが作っているメディア・メッ

セージに気づき、考え、自分たちが作っている意味が自分たちの価値観とどのよう

に関係するのか考えることを支援する。

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒が自分たちの見方を表現し、明瞭にするこ

とを支援する。

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒がメディアを解釈するのに役立つように、

児童生徒にテキストやコンテンツを探索する機会を与える。

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒のメディア・テキスト解釈が間違いがない

という条件の下で、教職員の解釈と異なっていることを認識する。

・メディア・リテラシー教育は、グループ討論やメディア・メッセージの分析を活用

して、児童生徒が多様な見方や見解を理解するように援助する。

・メディア・リテラシー教育は、多様な年齢層の個人による、多様なメディア経験を

認識し、歓迎する。

・メディア・リテラシー教育は、嗜好や選択と好みを吟味することを通して、理解力

や批評力の発達をもたらす。

したがって、

・メディア・リテラシー教育は、児童生徒が何を考えるべきかということを教えるこ

とではない。それは、十分に情報を調査し、自分自身の価値観ともっともよく合う

選択に達することができる方法を教えることである。

・メディア・リテラシー教育は、「真の」や「正しい｣、あるいは「隠された」メデイ
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ア・メッセージの意味を児童生徒に明らかにすることではない。分析は正しい解釈

よりもむしろ、豊かな探究である。

･メディア・リテラシー教育は、どのメディア・メッセージが「よい」か、あるいは

どちらのメッセージが「悪い」かを確かめることではない。

･メディア・リテラシー教育は、児童生徒に自分の判断を「専門家」の意見に置き換

えることを求めるものではない。

承認

もし、あなたやあなたの所属する組織がこの文書の公式な賛同者として名前を掲載

してもよければ、「MediaLitEd＠earthlink､net」あてにメールをしてください。そし

てタイトルに「MLECorePrinciplesendorsement」と明記してください。

ＡＭＬＡのメディア・リテラシー教育の中核原理は以下の人々によって作られた。

リンダ・バーグズマ（アリゾナ大学)、デイビッド・コンシダイン（アパラチア州立

大学)、シェリ・カルバー（テンプル大学)、レネ・ホッブス（テンプル大学)、エイ

ミー・イェンセン（ブリガム・ヤング大学)、フェイス・ロゴウ（インサイターズ教

育コンサルティング)、エレナ・ヨーナ・ローゼン（ジャスト・シンク基金)、シン

ディ・シャイベ（イサカ・カレッジ)、シャロン・セラーズークラーク（ウェイン州立

大学)、エリザベス・トーマン（メディア・リテラシー・センター）

2007年４月、ＡＭＬＡ委員会で承認
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